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問1 大正デモクラシーの風潮の中で1923年に制定され、1928年から実施された、国民が刑事裁判の審理において事実認定に関わ
ることを認めた法律の名称を答えなさい。当時の報道では、主権者ではない国民が司法に参加する画期的な制度として紹介さ
れました。 （2023年　愛知公立入試　類似）

1.  陪審法 2.  裁判員制度 3.  治安維持法 4.  普通選挙法

問2 20世紀初頭、ヨーロッパでは二つの大きな軍事同盟が対立し、緊張が高まっていました。ドイツ、イタリアとともに「三国同
盟」を結成していた国として正しいものを次から選びなさい。 （2019年　愛媛公立入試　類似）

1.  オーストリア・ハンガリー 2.  ロシア 3.  アメリカ合衆国 4.  イギリス

問3 1918年に富山県で発生した米騒動が全国に広がり、当時の寺内正毅内閣が退陣した後に成立した内閣について説明した文とし
て最も適切なものはどれですか。 （2019年　滋賀公立入試　類似）

1.  衆議院で多数を占める立憲政友
会の総裁であった原敬が、閣僚の
多くを自党の党員で固めて組織し
た。

2.  軍部の有力者が中心となり、政
党の影響を排除して国民の不満を
力で抑え込むために組織された。

3.  板垣退助が自由党の党員を集め
て、日本で初めての本格的な政党
内閣を組織した。

4.  特定の政党に属さない貴族院の
議員たちが、公平な立場から物価
を安定させるために組織した。

問4 第一次世界大戦後の国際秩序形成において、スイスのジュネーブに本部を置いて発足した世界初の国際平和維持組織と、その
組織で事務次長を務めた日本人の組み合わせとして正しいものを選びなさい。 （2016年　歴史公立入試　類似）

1.  国際連盟 － 新渡戸稲造 2.  国際連盟 － 美濃部達吉 3.  国際連合 － 新渡戸稲造 4.  国際連合 － 幣原喜重郎

問5 第一次世界大戦の最中、日本が中国におけるドイツの権益を引き継ぐことなどを求め、当時の袁世凱政府に突きつけた要求を
何といいますか。 （2021年　静岡公立入試　類似）

1.  二十一か条の要求 2.  国家総動員法 3.  治安維持法 4.  日比谷焼打事件

問6 第一次世界大戦の終結に際して、わが国がドイツとの間で結んだ講和条約と、その後の国際秩序維持のために設立された組織
の名称の組み合わせとして正しいものはどれですか。 （2017年　福岡県公立入試　類似）

1.  ベルサイユ条約 ― 国際連盟 2.  ポーツマス条約 ― 国際連合 3.  下関条約 ― 万国平和会議 4.  サンフランシスコ平和条約 ―
経済協力開発機構

問7 大正時代から昭和初期にかけて、都市部を中心に人々の生活様式が大きく変化しました。この時期の社会状況を説明したもの
として、最も適切なものはどれですか。 （2018年　神奈川県公立入試　類似）

1.  和服が完全に廃止され、すべて
の国民が軍服を着用するようにな
った。

2.  都市部を中心に女性の社会進出
が進み、洋服を着用する人々が増
えた。

3.  全国的にテレビ放送が普及し、
週休2日制が一般化した。

4.  戦時体制への移行により、中学
生が軍需工場へ動員されることが
一般的になった。

問8 第一次世界大戦後の国際情勢において、わが国がドイツと講和条約を結び、国際連盟に加盟した際の世界的な立場を説明した
ものとして、最も適切なものはどれですか。 （2017年　福岡県公立入試　類似）

1.  イギリス、フランス、イタリア
とともに、国際連盟の常任理事国
となり、国際社会における地位を
高めた。

2.  ソ連との国交回復を優先したた
め、国際連盟への加盟は他の主要
国に比べて大幅に遅れることとな
った。

3.  アメリカ合衆国が主導する国際
連盟において、アジアで唯一の非
加盟国として中立の立場を維持し
た。

4.  清との講和交渉が難航した影響
で、国際連盟には加盟したものの
常任理事国への選出は見送られ
た。

問9 20世紀初頭から関東大震災が起こるまでの期間、日本の学術研究は国際的に高い評価を得るようになりました。この時期に黄
熱病などの医学研究で世界を舞台に活動し、千円紙幣の肖像にも採用された人物は誰ですか。 （2021年　神奈川県公立入試　類似）

1.  野口英世 2.  北里柴三郎 3.  志賀潔 4.  湯川秀樹

問10 1925年に、満二十五歳以上の男子に選挙権を認める普通選挙法が制定されたのと同時期に、社会主義運動などの高まりを抑え
る目的で成立した法律はどれですか。 （2025年　愛知公立入試　類似）

1.  治安維持法 2.  国家総動員法 3.  治安警察法 4.  破壊活動防止法


